
 

平成３１年度島根県過疎地域対策協議会事業計画 

 
 過疎地域の自立促進を図るため、関係団体と協力提携して次の事業を実施する。 

 

１ 会議の開催 

本会の重要事項について協議決定するため総会等を開催する。 

（１）総会  ２回 

（２）役員会 １回 

（３）監査会 １回 

２ 要望活動 

平成３２年度末の過疎地域自立促進特別措置法の失効後においても、引き続 

き総合的な過疎対策が講じられるよう、島根県、全国過疎地域自立促進連盟及 

び全国の過疎市町村等と連携し、新たな立法措置を求める要望活動を実施する。 

（１）県要望 

    要望先：知事、副知事  

（２）中央要望 

    要望先：県選出国会議員等 

        自民党過疎対策特別委員会 

公明党過疎地に関するＰＴ   

総務省 

         全国過疎地域自立促進連盟 

（３）全国総決起大会への参加 

    今年秋には新過疎法の制定に向けた全国総決起大会の開催が予定されて 

いることから（平成２０年は１１００人参加）、本会からも積極的に参加し、 

新過疎法の制定に向けた機運を高める。 

（４）自民党過疎対策特別委員会等との意見交換  

    新たな過疎対策法の制定に向け、現行対策の実績や課題、次期対策に必要 

な視点などについて、与党議員等との意見交換及び要望活動を行う。 

３ 調査、研究事業 

（１）島根版「ポスト過疎法への提言｣作成 

島根県、本県過疎市町村及び本協議会で構成する島根県過疎地域対策研究 

   会でとりまとめた、新たな過疎対策についての「提言書」を印刷し、要望活 

動等において、島根県の意見を積極的に主張する。 

（２）研修会の開催  

    今後の効果的な過疎対策の推進のため、市町村長及び市町村担当職員を対 

象として過疎対策事業に関する研修会を開催する。 

４ 各種会議への参加 

全国過疎地域自立促進連盟が主催する会議等に出席する。 

また、これらの会議等への参加を通じて、ポスト過疎法制定に向けた動向等

の情報収集を行う。 

（１）全国過疎地域自立促進連盟主催会議 

    理事会、幹事会、定期総会 

（２）全国過疎問題シンポジウム 2019 in あおもり 


